




















































































































































































































































経済的環境 1 5 9
政治的環境 2 6 10
社会的・文化的環境 3 7 11
自然的環境 4 8 12
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　たとえば，日本の会社がアメリカで資金の調達を行う場合には，アメリカの
投資家が理解できるような財務諸表を作らなければ，アメリカの投資家は資金
の提供に応じてくれません。アメリカの証券取引委員会（SEC）は，アメリカ
の投資家を保護するために，アメリカのSECの基準にもとづいて財務諸表を
作成することを要求します。このため，日本の企業であってもかなり早い時期
からSECの基準に準拠して違結の決算を行っていた会社があります。しかし，
すべての国にアメリカの基準に従って財務諸表を作成するように求めることは
できません。
　国際化時代の会計というのは，どこの国でつくられたものであれ，情報の利
用者が適切な判断と意思決定を下せるような国際的に理解できる会計情報をつ
くりだし，それを伝達することである，といえましょう。すでに申しましたよ
うに，会計情報というのは，企業の経済活動というものを理解するための重要
な手段です。したがって，そういう情報が地球的な規模で公平に分配されるこ
とによってはじめて世界申の人びとが経済活動を公正に行うことができるので
す。私は，利害関係者に対して情報が適切に，あるいは公平に分配されている
というような状況を，「会計的秩序」という言葉を使って表わしてきました。
そうしますと，国際化時代の会計というのは，地球的な規模で会計的秩序を実
現する，ということになります。こうした秩序を実現するためにはいろいろな
問題を解決していかなければなりません。
　まず，大事なことは，国際的に適用できる共通の会計基準をつくることです。
国内で会計的秩序を実現するためには，国内の会計基準，たとえばアメリカで
は〃∫3の会計基準，日本では「企業会計原則」などが必要であると同様に，
国際的に会計的秩序を実現するためには，国際的な会計基準が必要となるので
す。
　ご承知のように，1973年以降，国際会計基準委員会が中心となって会計基準
の国際的調和化という作業に取組んでいます。会計規範がはじめて「商業条
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例」　（あるいは「商事勅令」）という形でフランスで作られたのが1673年でし
た。これは世界申で最初につくられた会計にかかわる国内規範で，ヨーロッパ
の商法だけでなく，日本の商法にも大きな影響を与えました。それから300年
経って，われわれは国際的な会計基準を必要とするようになったのです。
　国際会計基準委員会は，この20年間，国際会計基準を設定する作業を着実に
進めてきました。しかし，この委員会は会計士団体の合意にもとづいて設定さ
れた民間の団体ですので，会計基準の遵守については必ずしも十分な成果をあ
げてきませんでした。それで，1987年頃からアメリカの証券取引委員会を中心
に構成されている証券取引委員会国際機構の支援をえて，従来の会計基準を見
直す作業を始め，昨牢の秋に完了しました。両者のねらいは，国際会計基準を
できるだけ標準化し，財務諸表の相互承認を可能とし，それによって証券行政
当局の負担を軽減するとともに，資本の効率的で自由な国際的移動を促進する
ことにある，といえます。
　国際的な会計基準は，国際会計墓準委員会を中心として，西側諸国すなわち
経済的先進国によって，先進国のためにつくられてきました。これらの国々は
資本市場の発達した国でもあります。しかし，第2図で説明しましたように，
資本市場は経済的環境の一部にしかすぎません。企業はその他の環境を代表す
る人びととも良好な関係を保たなければ存続できないのです。とりわけ，最近，
会計墓準が西側諸国の占有物ではなくなるという，世界的な状況が生まれつつ
あります。いま，地球上のすべての人びとが求めているのは，人問が人間らし
く自由に生きられる，民主的で平和な世界です。このためには，企業聞の，あ
るいは国家問の国際協力が必要です。
　真に国際的な会計基準とよびうるものは，企業の経済活動について国際理解
を深め，さらに国際協力を可能とすることに役立つものでなければなりません。
このような基準は，最近試みられているような，単に会計処理の選択の幅をせ
ばめるという技術的な対応ではつくりだせません。国際的な会計基準の基礎と
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なる新しい概念的枠組みからつくり直す必要があります。これは，かつて国際
会計基準委員会や国違の国際会計報告基準専門家政府問作業部会の作業にたず
さわったものの実感です。この新しい概念的枠組みの基礎となる理念は，正義
と真実です。正義と真実という2つの理念に支えられた会計基準が地球的規模
で会計的秩序の実現を可能とするのです。これから会計にたずさわる人たちは，
こうした会計的秩序の実現に貢献できる人でなければなりません。
　それは，人間として，「正義」，「真実」，そしてさらに「共生」を基本的価値
としてもっている人です。諸君がそのような人間として成長することを願って，
私の最終講義を終ります。
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